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　コロナ禍となり、2度目の夏を迎えた。そして、

7月末には東京オリンピックが開幕した。2020年～

2021年にかけては、企業や個人を取り巻く環境が

ガラリと変わったこともあり、例年に比べて月日の

流れを早く感じている。

　コロナ禍は、世界秩序やグローバル経済の枠組み

だけでなく、働き方、人と人との関わり、生活、価

値観までをも変えてしまうほど大きなインパクトを

与えた。一方で、テレワークの急速な拡大に見られ

るように、社会や生活、仕事など、さまざまな場面

へのデジタルテクノロジーの実装を急激に進めざる

を得ない事態も招いた。我々は、アフターコロナに

向け、コロナ前の価値観や思考を見直し、社会の変

化に適応できるよう柔軟に変化しなくてはならな

い。

　コロナ禍において、以前より解決すべき議論とし

て挙がっていたものの、なかなか進まなかった働き

方改革が急速に進んだ。テレワークの導入など、本

来であれば数年かけて社会に浸透していくはずが、

最初の緊急事態宣言が発令されたことにより、多く

の企業で一気に導入された。当初、テレワークの導

入によって生産性は下がると思われていた。しかし、

導入するにあたり現状の業務で不便に感じていたア

ナログな業務をデジタル化する必要があり、改めて

業務フローを可視化する事で業務内容が精査され、

かえって生産性を高めることとなった。

　一方で、テレワークの継続により、同じ空間で直

接顔を合わせてコミュニケーションをとる機会が少

なくなるため、「組織で働いている」という感覚や

職場の一体感・協調性が生まれにくいという問題が

生じた。また、進捗管理やスケジュール管理がしづ

らいという問題も生じた。

　特に、指示待ちの者に対して事前にしっかりとタ

スクを与えたり、スケジュール管理や進捗管理の

ルールを利用したりして、生産性を注視するなどの

マネジメントの工夫が必要となるのではないだろう

か。

　それら解決に役立つのがデジタルテクノロジー

（VR＝Virtual Reality：仮想現実、AR＝Augmented 

Reality：拡張現実、MR＝Mixed Reality：複合現実、

SR＝Substitutional Reality：代替現実）の活用であ

るのではないだろうか。人との距離をできるだけ保

ちつつ、しかし心理的な距離を近付けることが、デ

ジタルテクノロジーにはできる。現実には会えない

からこそ、遠隔会議のシステムを使って飲み会や映

画の上映会を企画したり、ゲームの中に集って、そ

こで卒業式や入学式、結婚式を催して祝ったりと、

バーチャルな空間を現実の代替として用いる動き

は、このコロナ禍において社会実装が急速に進んだ。

弊社においても新人社員教育にVR・MR・ICTなど

を取り入れる試みをしている。コロナ禍以前は、リ

アルな体験をさせて教育をすることができていた

が、コロナ禍においてはリアルに触れることができ

ないため、VR・MRを用いて、新人社員に体感して

もらおうというものだ。

　数年前までの当たり前が通用しなくなる中で、ア

フターコロナに向け、社会の変化に企業として、個

人として柔軟に変化できるよう、今から環境を整え

ていかなくてはならない。
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